
 

 

 

平 成 30 年 度 

 

 

 

京 都 府 民 経 済 計 算 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年３月 

 

 

京 都 府 



                            は  し  が  き  

  この報告書は、平成30年度の府民経済計算の推計結果をとりまとめたものです。  

府民経済計算は、京都府における経済活動により生じる生産物の価値を生産･分配･支出  

の三面から総合的、体系的に把握し、これによって府経済の規模や成長率、産業構造等を 

明らかにしようとするものです。この報告書を各種行政施策の策定資料や地域経済の分析  

資料などに幅広く活用いただければ幸いです。  

  なお、推計に当たっては、内閣府から提示された「県民経済計算標準方式」に準拠して  

 いますが、今後より一層の検討を重ね、精度の向上や府民経済計算体系の整備などに努め  

 たいと考えています。 

  終わりに、この推計に当たり貴重な資料を提供いただきました関係各位に対し厚くお礼  

 申し上げます。 

  令和３年３月 

                    京 都 府 政 策 企 画 部 企 画 統 計 課 



利用上の留意事項  

 

１ この報告書は、「県民経済計算標準方式（平成23年基準版）」「県民経済計算推計方法ガイ

ドライン（平成23年基準版）」（内閣府）に基づき推計したものです。 

 

２ 数値は、在庫品評価調整後のものです。 

 

３ この報告書では、特にことわりのない場合、経済活動別府内総生産の実質値及びデフレータ

ーは、連鎖方式を用いて説明しています。 

 

４ 報告書中で用いた国民経済計算の計数は、原則として令和２年６月に内閣府が発行した「平

成30年度国民経済計算年報」によるものです。 

 

５ この報告書では、府民経済計算の推計方法の部分的改定等を行い、平成18年度まで遡って一

部数値を改定しています。このため、過去のデータについてもこの報告書に掲載している推計

値をご利用ください。 

 

６ 統計表中の計数は単位未満を四捨五入していますので、総数と内訳が一致しない場合があり

ます。 

 

７ 統計表中の符号は次のとおりです。 

   0.0  ････････  単位未満 

      －  ････････ 該当数値なし 

      △ 又は－ ･･･  負数 

      ･･･ ････････  統計項目のあり得ないもの 

 

８ この報告についてのお問い合わせは、次のところへお願いします。  

         京都府政策企画部企画統計課情報分析係 

      〒602-8570  京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町 

(電 話) (075)414-4483・4492（直通） 

(Ｆ Ａ Ｘ) (075)414-4482 

(Ｅ - m a i l) kikakutokei@pref.kyoto.lg.jp 
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